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１ 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和3年
11月19日閣議決定）

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止

２．感染症の影響により厳しい状況にある方々の事業や生活
・暮らしの支援

（2） 生活暮らしへの支援

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中，国民の
生活は傷んでいる。雇用を守り，様々な困難に直面している
方が，速やかに生活・暮らしの支援を受けられることが重要
である。

１ 国の位置付け・目的



１ 目的
新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中，様々な

困難に直面した方々が，速やかに生活・暮らしの支援を行う。
２ 対象者
①基準日（令和３年１２月１０日）において世帯全員の令和
３年度分の住民税均等割が非課税である世帯
②新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し，
①の世帯と同様の事情にあると認められる世帯（家計急変世
帯）
※①②とも，住民税が課税されている者の扶養親族等のみか
らなる世帯を除く。
３ 給付額
１世帯あたり１０万円

４ 予算額
柏市の事業費（給付金）は４５億円
事務費を含め国が全額負担（10/10）

２ 事業の概要



３ 申請から振込までの流れ① 住民税非課税世帯
①基準日(４月２７日)時点で柏市の住民基本台帳に登録され
ている方を対象に郵送申請用の様式は市が作成。

②申請方法は，郵送とオンラインを原則とし，市から郵送用
の申請書類を各世帯へ発送(５月下旬予定）

③オンライン申請は，マイナンバーカード所持者が利用可能
なマイナポータル上に特別定額給付金申請画面を総務省が開
設。郵送よりも早い申請が可能となることを想定。

④申請書到着後，市で内容確認し振込手続へ

⑤6月中旬ごろより給付金を指定された金融機関口座へ振込

※給付金の申請期限は，郵送申請受付開始日から３か月以内

対象世帯柏市

基準日（令和３年１２月１０日）において世帯全員の令和３
年度分の住民税均等割が非課税である世帯を抽出

特別定額給付金等の口座情報を活用
※公金受取口座登録法上の「特定公的給付」に指定され、税情報、特別
定額給付金情報等の活用が可能

支給案内と必要事項を印刷した確認書を送付（２月上旬頃）
（個別通知）
※口座情報を活用できる場合は、口座番号を記載（不可の場
合は口座番号の記入等を依頼）

支給決定・登録口座に振込み（２月下旬頃～）

支払決定済台帳に登録

（主な確認事項）
・世帯全員が非課税で
あること
・住民税が課税されて
いる者の扶養親族のみ
からなる世帯でないこ
と
・口座番号（必要に応
じて追記・修正）

（１世帯10万円）

確認書を確認し返送
（期限：3ヶ月後）

※ 一部，税情報が確認できない世帯等，申請が必要な世帯もある。



３ 申請から振込までの流れ② 家計急変世帯
対象世帯柏市

広報かしわで周知（２月１日号予定）
特に対象者である可能性が高い方あてに、対象となる窓口へ申
請書等一式を配架予定

申請受付後、申請者が支給要件を充たしているかどうか確認

支給決定・登録口座に振込み（随時）

支払決定済台帳に登録

申請書を提出(郵送･オンラ
イン)
※令和4年9月末まで

（１世帯10万円）



４ 補正予算額 ※給付は令和４年４月以降もあるため繰越明許費を設定

対象世帯 対象世帯数 所要経費（単位：千円）
世帯数×100千円

非課税世帯 40,000 4,000,000

家計急変世帯 5,000 500,000

計 45,000 4,500,000

①事業費（給付金）

②事務費
項目 内容 所要経費（単位：千円）

会計年度任用職員報酬等 前住所地収入・所得調査 1,474

郵便料 確認書・返信用・決定通知等 12,938

口座振込手数料 指定口座への振込手数料 5,000

派遣職員派遣料等 コールセンター，事務処理等 53,672

電算業務委託 対象者抽出，印刷，封入封緘等 17,530

その他 消耗品，電話代等 3,764

計 94,378



５ 類似した給付金との比較 事業規模

H29
臨時福祉給付金

R2
特別定額給付金

R４
住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金

対象

基準日（H28年1月1
日）現在で市内に住
民票があり平成28年
度分住民税(均等割)
非課税の方

基準日(R2年4月27日)
現在で市内に住民票が
ある方

①基準日（R3年12月10日）に
おいて世帯全員の令和3年度分
の住民税均等割が非課税である
世帯
②①のほか，新型コロナウイル
ス感染症の影響を受けて家計が
急変し，①の世帯と同様の事情
にあると認められる世帯（家計
急変世帯）

対象者数 約５万２千人 約４３万２千人 約４万５千人

給付額
１人あたり
15,000円

１人あたり
100,000円

１世帯あたり
100,000円

事業費
（給付費）

約７億８千万円 約４３２億円 約４５億円


